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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筐体側取付部材と、扉側取付部材と、各一端部が上記筐体側取付部材に互いに平行な第
１、第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されるとともに、各他端
部が上記扉側取付部材に上記第１、第２及び第３回転軸線と平行な第４、第５及び第６回
転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結された第１、第２及び第３リンクとを備え、
上記筐体側取付部材、上記扉側取付部材並びに上記第１、第２及び第３リンクによって平
行リンク機構が構成されたヒンジ装置において、
上記第１、第２及び第３リンクがそれらの回転軸線方向へ互いに離間して順次配置され、
上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線方向へ互い
に離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、
上記第１筐体側取付部材に、上記第１リンクの一端部が上記第１回転軸線を中心として回
転可能に連結されるとともに、上記第２リンクの一端部の回転軸線方向における一側部が
上記第２回転軸線を中心として回転可能に連結され、上記第２筐体側取付部材に、上記第
２リンクの一端部の回転軸線方向における他側部が上記第２回転軸線を中心として回転可
能に連結されるとともに、上記第３リンクの一端部が上記第３回転軸線を中心として回転
可能に連結され、
　上記扉側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互い
に離間して配置された第１及び第２扉側取付部材を有し、
　上記第１扉側取付部材に、上記第１リンクの他端部が上記第４回転軸線を中心として回
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転可能に連結されるとともに、上記第２リンクの他端部の回転軸線方向における一側部が
上記第４回転軸線を中心として回転可能に連結され、上記第２扉側取付部材に、上記第２
リンクの他端部の回転軸線方向における他側部が上記第５回転軸線を中心として回転可能
に連結されるとともに、上記第３リンクの他端部が上記第６回転軸線を中心として回転可
能に連結されていることを特徴とするヒンジ装置。
【請求項２】
　筐体側取付部材と、扉側取付部材と、各一端部が上記筐体側取付部材に互いに平行な第
１、第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されるとともに、各他端
部が上記扉側取付部材に上記第１、第２及び第３回転軸線と平行な第４、第５及び第６回
転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結された第１、第２及び第３リンクとを備え、
上記筐体側取付部材、上記扉側取付部材並びに上記第１、第２及び第３リンクによって平
行リンク機構が構成されたヒンジ装置において、
上記第１、第２及び第３リンクがそれらの回転軸線方向へ互いに離間して順次配置され、
上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線方向へ互い
に離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、
　上記扉側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互い
に離間して配置された第１及び第２扉側取付部材を有し、
上記第２リンクが二つ用いられ、
上記第１筐体側取付部材に上記第１リンク及び一方の第２リンクの各一端部が上記第１及
び第２回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第１扉側取付部材に上記
第１リンク及び上記一方の第２リンクの各他端部が上記第４及び第５回転軸線を中心とし
てそれぞれ回転可能に連結され、
上記第２筐体側取付部材に他方の第２リンク及び上記第３リンクの各一端部が上記第２及
び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第２扉側取付部材に上記
他方の第２リンク及び上記第３リンクの各他端部が上記第５及び第６回転軸線を中心とし
てそれぞれ回転可能に連結されていることを特徴とするヒンジ装置。
【請求項３】
　筐体側取付部材と、扉側取付部材と、各一端部が上記筐体側取付部材に互いに平行な第
１、第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されるとともに、各他端
部が上記扉側取付部材に上記第１、第２及び第３回転軸線と平行な第４、第５及び第６回
転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結された第１、第２及び第３リンクとを備え、
上記筐体側取付部材、上記扉側取付部材並びに上記第１、第２及び第３リンクによって平
行リンク機構が構成されたヒンジ装置において、
上記第１、第２及び第３リンクがそれらの回転軸線方向へ互いに離間して順次配置され、
上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線方向へ互い
に離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、
上記第１及び第２筐体側取付部材には、上記第１～第３リンクの各一端部を上記第１、第
２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転するように連結可能な第１、第２及び第３
連結部が設けられ、
上記第１筐体側取付部材の上記第１及び第２連結部に上記第１及び第２リンクの各一端部
が上記第１及び第２回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第２筐体側
取付部材の上記第２及び第３連結部に上記第２及び第３リンクの各一端部が上記第２及び
第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、
上記扉側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互いに
離間して配置された第１及び第２扉側取付部材を有し、
上記第１及び第２扉側取付部材には、上記第１～第３リンクの各他端部を上記第４、第５
及び第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転するように連結可能な第４、第５及び第６連
結部が設けられ、
上記第１扉側取付部材の上記第４及び第５連結部に上記第１及び第２リンクの各他端部が
上記第４及び第５回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第２扉側取付
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部材の上記第５及び第６連結部に上記第２リンク及び上記第３リンクの各他端部が上記第
５及び第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されていることを特徴とするヒ
ンジ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、扉を筐体に一定の姿勢を維持しつつ回転するように連結するためのヒンジ
装置及びそのヒンジ装置に用いるのに好適な取付部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、この種のヒンジ装置は、下記特許文献１に記載されているように、筐体に取り
付けられる筐体側取付部材と、扉に取り付けられる扉側取付部材と、第１、第２及び第３
リンクとを有している。第１、第２及び第３リンクの一端部は、筐体側取付部材に互いに
平行な第１、第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されている。第
１、第２及び第３リンクの他端部は、扉側取付部材に第１～第３回転軸線と平行な第４～
第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結されている。これにより、扉が筐体に
ヒンジ装置を介して開閉回動可能に連結されている。しかも、第１、第２及び第３リンク
が平行リンク機構を構成しているので、扉は一定の姿勢を維持しつつ回転する。つまり、
扉は平行移動する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２２５４５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記従来のヒンジ装置においては、第１、第２及び第３リンクのうちの少なくとも二つ
のリンク、例えば第２及び第３リンクの少なくとも一部どうしが第１～第６回転軸線方向
において同一位置に配置されている。したがって、第１～第３リンクの回転角度を大きく
しようとすると、第１～第３リンクどうしが干渉してしまう。このため、第１～第３リン
クの回転角度を大きくすることが困難であった。この結果、扉側取付部材の筐体側取付部
材に対する回転角度、つまり扉の開閉回転角度（平行移動距離）を大きくすることができ
ないという問題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の問題を解決するために、第１の発明は、筐体側取付部材と、扉側取付部材と、各
一端部が上記筐体側取付部材に互いに平行な第１、第２及び第３回転軸線を中心としてそ
れぞれ回転可能に連結されるとともに、各他端部が上記扉側取付部材に上記第１、第２及
び第３回転軸線と平行な第４、第５及び第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連
結された第１、第２及び第３リンクとを備え、上記筐体側取付部材、上記扉側取付部材並
びに上記第１、第２及び第３リンクによって平行リンク機構が構成されたヒンジ装置にお
いて、上記第１、第２及び第３リンクがそれらの回転軸線方向へ互いに離間して順次配置
されていることを特徴としている。
この場合、上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線
方向へ互いに離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、上記第１筐体側取
付部材に、上記第１リンクの一端部が上記第１回転軸線を中心として回転可能に連結され
るとともに、上記第２リンクの一端部の回転軸線方向における一側部が上記第２回転軸線
を中心として回転可能に連結され、上記第２筐体側取付部材に、上記第２リンクの一端部
の回転軸線方向における他側部が上記第２回転軸線を中心として回転可能に連結されると
ともに、上記第３リンクの一端部が上記第３回転軸線を中心として回転可能に連結され、
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上記扉側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互いに
離間して配置された第１及び第２扉側取付部材を有し、上記第１扉側取付部材に、上記第
１リンクの他端部が上記第４回転軸線を中心として回転可能に連結されるとともに、上記
第２リンクの他端部の回転軸線方向における一側部が上記第４回転軸線を中心として回転
可能に連結され、上記第２扉側取付部材に、上記第２リンクの他端部の回転軸線方向にお
ける他側部が上記第５回転軸線を中心として回転可能に連結されるとともに、上記第３リ
ンクの他端部が上記第６回転軸線を中心として回転可能に連結されていることが望ましい
。
　上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線方向へ互
いに離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、上記扉側取付部材が、互い
に別体に形成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互いに離間して配置された第１及
び第２扉側取付部材を有し、上記第２リンクが二つ用いられ、上記第１筐体側取付部材に
上記第１リンク及び一方の第２リンクの各一端部が上記第１及び第２回転軸線を中心とし
てそれぞれ回転可能に連結され、上記第１扉側取付部材に上記第１リンク及び上記一方の
第２リンクの各他端部が上記第４及び第５回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結
され、上記第２筐体側取付部材に他方の第２リンク及び上記第３リンクの各一端部が上記
第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第２扉側取付部材
に上記他方の第２リンク及び上記第３リンクの各他端部が上記第５及び第６回転軸線を中
心としてそれぞれ回転可能に連結されていることが望ましい。
　上記筐体側取付部材が、互いに別体に形成され、かつ上記第１～第３回転軸線方向へ互
いに離間して配置された第１及び第２筐体側取付部材を有し、上記第１及び第２筐体側取
付部材には、上記第１～第３リンクの各一端部を上記第１、第２及び第３回転軸線を中心
としてそれぞれ回転するように連結可能な第１、第２及び第３連結部が設けられ、上記第
１筐体側取付部材の上記第１及び第２連結部に上記第１及び第２リンクの各一端部が上記
第１及び第２回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記第２筐体側取付部
材の上記第２及び第３連結部に上記第２及び第３リンクの各一端部が上記第２及び第３回
転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に連結され、上記扉側取付部材が、互いに別体に形
成され、かつ上記第４～第６回転軸線方向へ互いに離間して配置された第１及び第２扉側
取付部材を有し、上記第１及び第２扉側取付部材には、上記第１～第３リンクの各他端部
を上記第４、第５及び第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転するように連結可能な第４
、第５及び第６連結部が設けられ、上記第１扉側取付部材の上記第４及び第５連結部に上
記第１及び第２リンクの各他端部が上記第４及び第５回転軸線を中心としてそれぞれ回転
可能に連結され、上記第２扉側取付部材の上記第５及び第６連結部に上記第２リンク及び
上記第３リンクの各他端部が上記第５及び第６回転軸線を中心としてそれぞれ回転可能に
連結されていることが望ましい。
　第２の発明は、第１の発明に係るヒンジ装置に用いるのに好適な取付部材を特定するも
のであり、　互いに対向した第１及び第２支持板部と、この第１及び第２支持板部の一側
部どうしを連結する連結板部とによって断面略「コ」字状に形成され、上記第１及び第２
支持板部の長手方向の一端部に１第２及び第３リンクの一端部が上記第１及び第２支持板
部の対向方向に延びる互いに平行な第１、第２及び第３回転軸線を中心としてそれぞれ回
転可能に連結されたヒンジ装置用取付部材において、
上記第１支持板部の一端部に上記第１リンクの一端部が上記第１回転軸線を中心として回
転可能に連結される第１連結部が形成され、上記第１支持板部と上記第２支持板部との少
なくとも一方の一端部に上記第２リンクの一端部が上記第２回転軸線を中心として回転可
能に連結される第２連結部が形成され、上記第２支持板部の一端部に上記第３リンクの一
端部が上記第３回転軸線を中心として回転可能に連結される第３連結部が形成されている
ことを特徴としている。
この場合、上記第１及び第２連結部が上記第１及び第２支持板部の長手方向に並んで配置
され、上記第２支持板部の一端部にその長手方向と直交する方向に突出する突出部が形成
され、この突出部に上記第３連結部が形成されていることが望ましい。
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上記第１連結部が、上記第１支持板部に形成され、かつ上記第１回転軸線上を延びる第１
連結孔であり、上記第２連結部が、上記第１支持板部と上記第２支持板部との少なくとも
一方に形成され、かつ上記第２回転軸線上を延びる第２連結孔であり、上記第３連結部が
、上記第２支持板部に形成され、かつ上記第３回転軸線上を延びる第３連結孔であり、上
記第１リンクが上記第１連結孔に挿入された第１連結軸を介して上記支持板部に上記第１
回転軸線を中心として回転可能に連結され、上記第２リンクが上記第２連結孔に挿入され
た第２連結軸を介して上記第１支持板部と上記第２支持板部との少なくとも一方に上記第
２回転軸線を中心として回転可能に連結され、上記第３リンクが上記第３連結孔に挿入さ
れた第３連結軸を介して上記第２支持板部に上記第３回転軸線を中心として回転可能に連
結されていることが望ましい。
　上記第１、第２及び第３連結孔が上記第１及び第２支持板部を貫通していることが望ま
しい。
【発明の効果】
【０００６】
　上記構成を有するこの発明によれば、第１、第２及び第３リンクが、第１～第６回転軸
線方向へ互いに離間して配置されているから、扉側取付部材が筐体側取付部材に対して回
転するときに、第１、第２及び第３リンクが互いに干渉することがない。したがって、扉
側取付部材の筐体側取付部材に対する回転角度を大きくすることができ、ひいては扉の開
閉回転角度を大きくすることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、この発明に係るヒンジ装置の第１実施の形態を筐体及び扉に取り付けた
状態で示す斜視図である。
【図２】図２は、同実施の形態を、扉を閉位置に位置させた状態で示す平面図である。
【図３】図３は、同実施の形態を、扉を閉位置に位置させた状態で示す一部切欠き平面図
である。
【図４】図４は、同実施の形態を、扉を中間位置に位置させた状態で示す一部切欠き平面
図である。
【図５】図５は、同実施の形態を、扉を開位置に位置させた状態で示す一部切欠き平面図
である。
【図６】図６は、図３のＸ円部の拡大図である。
【図７】図７は、図４のＸ円部の拡大図である。
【図８】図８は、図５のＸ円部の拡大図である。
【図９】図９は、同実施の形態の正面図である。
【図１０】図１０は、図９のＸ矢視図である。
【図１１】図１１は、図９のＹ矢視図である。
【図１２】図１２は、同実施の形態の分解斜視図である。
【図１３】図１３は、この発明に係るヒンジ装置の第２実施の形態を示す正断面図である
。
【図１４】図１４は、図１３のＸ矢視図である。
【図１５】図１５は、この発明に係るヒンジ装置の第３実施の形態を筐体及び扉に取り付
けた状態で示す斜視図である。
【図１６】図１６は、同実施の形態の正面図である。
【図１７】図１７は、この発明に係るヒンジ装置の第４実施の形態を筐体及び扉に取り付
けた状態で示す斜視図である。
【図１８】図１８は、同実施の形態の正面図である。
【図１９】図１９は、同実施の形態の分解斜視図である。
【図２０】図２０は、この発明に係るヒンジ装置の第５実施の形態を筐体及び扉に取り付
けた状態で示す正面図である。
【図２１】図２１は、図２０のＸ矢視図である。
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【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、この発明を実施するための最良の形態を、図面を参照して説明する。
　図１～図１２は、この発明に係るヒンジ装置の第１実施の形態を示す。この実施の形態
のヒンジ装置１は、筐体Ａ及び扉Ｂを有する収容装置に用いられている。筐体Ａは、直方
体の箱状をなしており、その前面ａ１に開口部ａ２を有している。扉Ｂは、筐体Ａの一側
部にヒンジ装置１を介して開閉回転可能に連結されており、図１～図３に示す閉位置と図
５に示す開位置との間を回転可能（実際には、後述するように平行移動可能）になってい
る。
【０００９】
　扉Ｂは、その背面ｂ１が筐体Ａの前面ａ１に突き当たることによって閉位置が定められ
ている。しかも、扉Ｂは、閉位置及びその近傍では、ヒンジ装置１によって開位置から閉
位置に向かう方向へ回転付勢され、閉位置まで強制的に回転させられて閉位置に維持され
る。同様に、開位置及びその近傍では、ヒンジ装置１によって閉位置から開位置に向かう
方向へ回転付勢され、開位置まで強制的に回転させられて開位置に維持される。さらに、
扉Ｂは、閉位置近傍と開位置近傍との間では、ヒンジ装置１により任意の位置に停止させ
られる。
【００１０】
　扉Ｂを筐体Ａに上記のように回転可能に連結するヒンジ装置１について説明すると、ヒ
ンジ装置１は、主として図１及び図１２に示すように、第１筐体側取付部材（筐体側取付
部材）１１、第２筐体側取付部材（筐体側取付部材）２１、第１扉側取付部材（扉側取付
部材）３１、第２扉側取付部材（扉側取付部材）４１、第１リンク５１、第２リンク６１
及び第３リンク７１を有している。
【００１１】
　第１筐体側取付部材１１は、金属等の剛性を有する板材からなるものであり、平板状を
なす取付板部１２と、この取付板部１２から互いに同一方向へ向かって直角に起立する第
１及び第２起立板部１３，１４とを有している。取付板部１２は、筐体Ａの左側壁部の内
側面ａ３に固定されている。これにより、第１筐体側取付部材１１が筐体Ａに取り付けら
れている。第１筐体側取付部材１１は、その前端が筐体Ａの前面ａ１とほぼ一致するよう
に取り付けられている。第１筐体側取付部材１１は、右側壁部の内側面に固定してもよい
。
【００１２】
　第１起立板部１３は、取付板部１２の上端部に一体に形成されており、水平に配置され
ている。第２起立板部１４は、第１起立板部１３と同様に、取付板部１２に一体に形成さ
れており、水平に配置されている。しかし、第２起立板部１４は、取付板部１２の上下方
向の中間部に設けられており、第１起立板部１３に対して所定距離だけ下方に配置されて
いる。
【００１３】
図１２に示すように、第１起立板部１３には、これを上下に貫通する第１連結孔（第１連
結部）１５が形成されている。第１連結孔１５は、第１起立板部１３の先端部（筐体Ａの
前面ａ１側に位置する端部）に配置されている。第１及び第２起立板部１３，１４には、
これらを上下に貫通する第２連結孔（第２連結部）１６が形成されている。第２連結孔１
６は、前後方向に関しては第１連結孔１５とほぼ同一位置に配置されているが、左右方向
には第１取付孔１５に対して右側に所定距離だけ離間して配置されている。つまり、第１
及び第２連結孔１５，１６は、左右方向に並んで一直線上に配置されている。第１及び第
２連結孔１５，１６は、前後方向へ離間させて配置してもよい。
【００１４】
　第２筐体側取付部材２１は、第１連結孔１５に代えて第３連結孔（第３連結部）２７が
形成されている点を除き、第１筐体側取付部材１１と上下対称に形成されている。したが
って、第２筐体側取付部材２１は、第１筐体側取付部材１１の取付板部１２、第１起立板
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部１３及び第２起立板部１４及び第２連結孔１６にそれぞれ対応した取付板部２２、第１
起立板部２３、第２起立板部２４及び第２連結孔（第２連結部）２６を有している。勿論
、第２連結孔２６は、その軸線方向（上下方向）から見たとき、第１連結孔１６と同一位
置に位置するように配置されている。第３連結孔２７は、第１起立板部２３にこれを上下
に貫通するように形成されている。第１連結孔１５、第２連結孔１６，２６及び第３連結
孔２７は、それらの軸線方向（上下方向）から見たとき、三角形の頂点にそれぞれ位置す
るように配置されている。特に、この実施の形態では、正三角形の三つの頂点にそれぞれ
位置するように配置されている。
【００１５】
　扉Ｂの背面ｂ１の左右方向のほぼ中央部には、基台８１が固定されている。この基台８
１には、第１扉側取付部材（ヒンジ装置用取付部材）３１が着脱可能に取り付けられてい
る。第１扉側取付部材３１は、互いに対向する第１及び第２支持板部３２ａ，３２ｂと、
この第１及び第２支持板部３２ａ，３２ｂの短手方向の一側部どうしを互いに連結する連
結板部３３とにより、断面略「コ」字状に形成されている。そして、第１扉側取付部材３
１は、その長手方向を背面ｂ１に沿う水平方向に向け、第１及び第２支持板部３２ａ，３
２ｂを水平にし、さらに開放部を基台８１と対向させた状態で配置されている。第１扉側
取付部材３１は、基材８１に上下方向及び背面ｂ１に沿う水平方向へ位置調節可能に取り
付けられている。しかも、第１扉側取付部材３１は、扉Ｂが閉位置に位置しているときに
第１筐体側取付部材１１側に位置する第１扉側取付部材３１の先端部が、背面ｂ１に対し
て接近離間する方向（筐体Ａの前後方向）へ位置調節することができるように基材８１に
取り付けられている。第１扉側取付部材３１の位置を適宜に調節することにより、第１扉
側取付部材３１の第１支持板部３２ａの上面が第１筐体側取付部材１１の第１起立板部１
３の上面と同一平面上に位置させられるとともに、第１扉側取付部材３１の第２支持板部
３２ｂの下面が第２起立板部１４の下面と同一平面上に位置させられている。
【００１６】
　図１２に示すように、第１扉側取付部材３１の第１支持板部３２ａの長手方向における
先端部（扉Ｂが閉位置に位置しているときに、第１筐体側取付部材１１側に位置する一端
部）には、これを上下に貫通する第４連結孔（第４連結部；第１連結部）３４が形成され
ている。第１及び第２支持板部３２ａ，３２ｂの先端部には、それらを上下に貫通する第
５連結孔（第５連結部；第２連結部）３５が形成されている。第２支持板部３２ｂの先端
部には、その長手方向と直交する方向（筐体Ａ側に向かって水平方向）に突出する突出部
３２ｃが形成されている。この突出部３２ｃには、これを上下に貫通する第６連結孔（第
６連結部；第３連結部）３６が形成されている。第４、第５及び第６連結孔３４，３５，
３６は、それらの軸線方向（上下方向）から見たとき、第１、第２及び第３連結孔１５，
１６，２７が配置された三角形と同一形状、同一大きさ及び同一姿勢を有する三角形の頂
点に位置するように配置されている。したがって、第４及び第５連結孔３４，３５は、第
１扉側取付部材３１の長手方向（左右方向）に延びる直線上に並んで配置され、第６連結
孔３６は、第４及び第５連結孔３４，３５に対し第１扉側取付部材３１の長手方向と直交
する方向へ離間して配置されている。
【００１７】
　第２扉側取付部材（ヒンジ装置用取付部材）４１は、第１扉側取付部材３１と同一形状
、同一寸法を有している。したがって、第２扉側取付部材４１は、第１扉側取付部材３１
の第１支持板部３２ａ、第２支持板部３２ｂ、突出部３２ｃ、第４連結孔３４、第５連結
孔３５及び第６連結孔３６にそれぞれ対応する第１支持板部４２ａ、第２支持板部４２ｂ
、突出部４２ｃ、第４連結孔（第４連結部；第１連結部）４４、第５連結孔（第５連結部
；第２連結部）４５及び第６連結孔（第６連結部；第３連結部）４６を有している。第２
扉側取付部材４１は、扉Ｂの背面ｂ１に基台８１を介して第１扉側取付部材３１と同一姿
勢で取り付けられている。しかも、第２扉側取付部材４１は、第１扉側取付部材３１に対
し第１及び第２筐体側取付部材１１，２１の上下方向の間隔と同一間隔だけ下方へ離れて
配置されている。この結果、第１支持板部４２ａの上面が第２起立板部２４の上面と同一



(8) JP 4768048 B2 2011.9.7

10

20

30

40

50

平面上に位置させられ、第２支持板部４２ｂの下面が第１起立板部２３の下面と同一平面
上に位置させられている。勿論、第２扉側取付部材４１の第４、第５及び第６連結孔４４
，４５，４６は、それらの軸線方向から見たとき、第１扉側取付部材３１の第４、第５及
び第６連結孔３４，３５，３６と同一位置に位置するように配置されている。この結果、
第１及び第４連結孔１５，３４の軸線間の距離と、第２及び第５連結孔１６（２６），３
５の軸線間の距離と、第３及び第６連結孔２７，３６の軸線間の距離とは、互いに等しい
距離になっている。
【００１８】
　なお、第１扉側取付部材３１の第４、第５及び第６連結孔３４，３５，３６と、第２扉
側取付部材４１の第４、第５及び第６連結孔４４，４５，４６とを、それらの軸線方向か
ら見たときに同一位置に位置するように配置する限り、第１扉側取付部材３１と第２扉側
取付部材４１とは、互いに異なる形状、異なる寸法に形成してもよい。
【００１９】
　第１リンク５１は、金属等の剛性を有する板材からなるものであり、第１筐体側取付部
材１１及び第１扉側取付部材３１の上側に水平に配置されている。第１リンク５１の一端
部は、第１連結孔１５に挿通された連結軸８２の軸線（第１回転軸線）を中心として第１
筐体側取付部材１１に回転可能に連結されている。しかも、第１リンク５１の一端部は、
第１起立板部２３の上面にワッシャ８３を介して回転可能に接触させられている。第１リ
ンク５１の他端部は、第４連結孔３４に挿通された連結軸（第１連結軸）８４の軸線（第
４回転軸線；第１回転軸線）を中心として第１扉側取付部材３１に回転可能に連結されて
おり、第１扉側取付部材３１の第１支持板部３２ａの上面にワッシャ８３を介して回転可
能に接触させられている。
【００２０】
　第２リンク６１は、金属等の剛性を有する板材からなるものであり、その幅方向を上下
方向に向けた状態で、第１筐体側取付部材１１の第２起立板部１４及び第１扉側取付部材
３１の第１支持板部３２ａと、第２筐体側取付部材２１の第２起立板部２４及び第２扉側
取付部材４１の第１支持板部４２ａとの間に配置されている。
【００２１】
　第２リンク６１の一端部のうちの上側部は、第１筐体側取付部材１１の第１及び第２起
立板部１３，１４の第２連結孔１６を貫通した連結軸８５の下端部に連結されている。第
２リンク６１の一端部のうちの下側部は、第２筐体側取付部材２１の第１及び第２起立板
部２３，２４の第２連結孔２６を貫通した連結軸８６の上端部に連結されている。これに
より、第２リンク６１の一端部が、第１及び第２筐体側取付部材１１，２１に連結軸８５
，８６の軸線（第２回転軸線）を中心として回転可能に連結されている。
【００２２】
　第２リンク６１の他端部のうちの上側部は、第１扉側取付部材３１の第５連結孔３５を
貫通した連結軸（第２連結軸）８７の下端部に連結されている。第２リンク６１の他端部
のうちの下側部は、第２扉側取付部材４１の第５連結孔４５を貫通した連結軸８８（第２
連結軸）の上端部に連結されている。これにより、第２リンク６１の他端が第１及び第２
扉側取付部材３１，４１に連結軸８７，８８の軸線（第５回転軸線；第２回転軸線）を中
心として回転可能に連結されている。
【００２３】
　第２リンク６１の上側面及び下側面は、平面として形成されており、水平に配置されて
いる。第２リンク６１の上側面の一端部及び他端部は、第１筐体側取付部材１１の第２起
立板部１４の下面及び第１扉側取付部材３１の第１支持板部３２ａの下面にそれぞれ摺動
可能（回転可能）に接触させられている。したがって、第２リンク６１は、第１リンク５
１に対し、第１起立板部１３の上面と第２起立板部１４の下面との間の距離（＝第１支持
板部３２ａの上面と第２支持板部３２ｂの下面との間の距離）とワッシャ８３の厚さとを
合計した距離だけ下方に位置させられている。第２リンク６１の下側面の一端部及び他端
部は、第２筐体側取付部材２１の第２起立板部２４の上面及び第２扉側取付部材４１の第
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２支持板部４２ｂの上面にそれぞれ摺動可能（回転可能）に接触させられている。
【００２４】
　第３リンク７１は、金属等の剛性を有する板材からなるものであり、第２筐体側取付部
材２１及び第２扉側取付部材４１の下側に水平に配置されている。第３リンク７１の一端
部は、第３連結孔２７を貫通した連結軸８９の下端部に連結されている。これにより、第
３リンク７１の一端部が、第２筐体側取付部材２１に連結軸８９の軸線（第３回転軸線）
を中心として回転可能に連結されている。第３リンク７１の他端部は、第６連結孔４６を
貫通した連結軸（第３連結軸）９０の下端部に連結されている。これにより、第３リンク
７１の他端部が、第２扉側取付部材４１に連結軸９０の軸線（第６回転軸線；第３回転軸
線）を中心として回転可能に連結されている。
【００２５】
　第３リンク７１の一端部は、第２筐体側取付部材２１の第１起立板部２３の下面にワッ
シャ９１を介して回転可能に接触させられている。第３リンク７１の他端部は、第２扉側
取付部材４１の第２取付板部４２ｂの下面にワッシャ９１を介して接触させられている。
したがって、第３リンク７１は、第２リンク６１に対し、第１起立板部２３の下面と第２
起立板部２４の上面との間の距離（＝第１支持板部４２ａの上面と第２支持板部４２ｂの
下面との間の距離）にワッシャ９１の厚さを加えた距離の分だけ下方に配置されている。
【００２６】
　上記のように、第１及び第４連結孔１５，３４の軸線間の距離と、第２及び第５連結孔
１６（２６），３５の軸線間の距離と、第３及び第６連結孔２７，３６の軸線間の距離と
が、互いに等しい距離に設定されている。したがって、第１リンク５１の一端部及び他端
部の回転軸線たる連結軸８２，８４の軸線間の距離、第２リンク６１の一端部の回転軸線
たる連結軸８５，８６の軸線と他端部の回転軸線たる連結軸８７，８８の軸線との間の距
離、第３リンク７１の一端部及び他端部の回転軸線たる連結軸８９，９０の軸線間の距離
は、互いに等しい距離になっている。この結果、第１及び第２筐体側取付部材１１，２１
、第１～第３リンク５１，６１，７１並びに第１及び第２扉側取付部材３１，４１によっ
て平行リンク機構が構成されている。したがって、第１及び第２扉側取付部材３１，４１
並びに扉Ｂは、一定の姿勢を維持しつつ回転する。つまり、平行移動する。
【００２７】
　図３～図８に示すように、第２リンク６１の他端部の上側部と第１扉側取付部材３１と
の間、及び第２リンク６１の他端部の下側部と第２扉側取付部材４１との間には、回転付
勢機構１００がそれぞれ設けられている。第２リンク６１の上側部と第１扉側取付部材３
１との間に設けられた回転付勢機構１００と、第２リンク６１の下側部と第２扉側取付部
材４１との間に設けられた回転付勢機構１００とは、上下対称の構造を有している。そこ
で、第２リンク６１の下側部と第１扉側取付部材３１との間に設けられた回転付勢機構１
００についてのみ説明することとし、第２リンク６１の上側部と第２扉側取付部材４１と
の間に設けられた回転付勢機構１００についてはその説明を省略する。
【００２８】
　回転付勢機構１００は、第２リンク６１に固定状態で取り付けられたカム部材１０１と
、第１扉側取付部材３１にカム部材１０１に対して接近離間移動可能に設けられた可動軸
１０２と、この可動軸１０２をカム部材１０１に向かって付勢する捩じりコイルばね等か
らなる付勢手段１０３とを有している。
【００２９】
　カム部材１０１の第１扉側取付部材３１側の端部には、カム面１０１ａが形成されてい
る。このカム面１０１ａには、可動軸１０２が付勢手段１０３によって押し付けられてい
る。カム面１０１ａは、扉Ｂが閉位置とそこから所定角度だけ開位置側へ離れた位置との
間の所定の第１角度範囲内に位置しているときには、図６に示すように、付勢手段１０３
の付勢力を矢印Ａ方向への回転付勢力に変換する。この回転付勢力により、第２リンク６
１が矢印Ａ方向へ回転させられ、扉Ｂが閉位置まで回転させられるとともに、閉位置に維
持される。また、カム面１０１ａは、扉Ｂが開位置とそこから所定角度だけ離れた位置と
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の間の第２角度範囲内に位置しているときには、図８に示すように、付勢手段１０３の付
勢力を矢印Ｂ方向への回転付勢力に変換する。この回転付勢力により、第２リンク６１が
矢印Ｂ方向へ回転させられ、扉Ｂが開位置まで回転させられるとともに、開位置に維持さ
れる。扉Ｂが第１角度範囲と第２角度範囲との間に位置しているときには、図７に示すよ
うに、可動軸１０２がカム面１０１ａのうちの連結軸８７の軸線を中心とする円弧面に接
触しており、カム面１０１ａと可動軸１０２との間に作用する摩擦抵抗によって扉Ｂが任
意の位置に停止させられる。
【００３０】
　上記構成のヒンジ装置１によれば、第１、第２及び第３リンク５１，６１，７１がそれ
らの回転軸線（第１～第６回転軸線）方向へ互いに離間しているので、第１、第２及び第
３リンク５１，６１，７１が大きく回転したとしても互いに干渉することがない。換言す
れば、第１、第２及び第３リンク５１，６１，７１は、互いに干渉することなくそれらの
回転角度を大きくすることができる。よって、扉Ｂの回転角度（平行移動距離）を大きく
することができる。
【００３１】
　また、第１及び第２扉側取付部材３１；４１の両者に第４、第５及び第６連結孔３４，
３５，３６；４４，４５，４６を設けているので、第１扉側取付部材３１を第２扉側取付
部材４１として用いることも可能であり、第２扉側取付部材４１を第１扉側取付部材３１
として用いることも可能である。特に、この実施の形態では、第１及び第２扉側取付部材
３１，４１の形状及び寸法を同一にしているので、第１及び第２扉側取付部材３１，４１
をそれぞれ製造する必要がなく、いずれか一方だけを製造すればよい。したがって、製造
費を安価に抑えることができる。
【００３２】
　次に、この発明に係るヒンジ装置の他の実施の形態を説明する。なお、以下の実施の形
態に関しては、上記実施の形態と異なる構成だけを説明することとし、上記実施の形態と
同様な部分については同一符号を付してその説明を省略する。
【００３３】
　図１３及び図１４は、この発明の第２実施の形態を示す。この実施の形態のヒンジ装置
２においては、二つの第１及び第２筐体側取付部材１１，２２に代えて一つの筐体側取付
部材１０が用いられ、二つの第１及び第２扉側取付部材３１，４１に代えて一つの扉側取
付部材３０が用いられている。また、第１及び第３リンク５１，７１に代えて第１及び第
３リンク５１′，７１′が用いられている。
【００３４】
　筐体側取付部材１０は、全体が一体に形成されており、筐体Ａの内側面ａ３に固定され
ている。筐体側取付部材１０の上端部及び下端部には、上板部１０ａ及び下板部１０ｂが
それぞれ設けられている。上板部１０ａ及び下板部１０ｂは、水平に設けられており、上
下方向へ互いに離間し、かつ上下に対向して配置されている。上板部１０ａには、第１連
結孔１５及び第２連結孔１６が形成されている。下板部１０ｂには、第２連結孔２６及び
第３連結孔２７が形成されている。
【００３５】
　扉側取付部材３０は、全体が一体に形成されており、扉Ｂの背面ｂ１に固定されている
。扉側取り付け部材３０の上端部及び下端部には、上板部３０ａ及び下板部３０ｂがそれ
ぞれ水平に設けられている。上板部３０ａ及び下板部３０ｂは、上下方向へ互いに離間し
、かつ上下に対向して配置されている。しかも、上板部３０ａ及び下板部３０ｂは、筐体
側取付部材１０の上板部１０ａ及び下板部１０ｂとそれぞれ同一位置に配置されている。
上板部３０ａには、第４連結孔３４及び第５連結孔３５が形成されている。下板部３０ｂ
には、第５連結孔４５及び第６連結孔４６が形成されている。
【００３６】
　第１リンク５１′は、互いに別体である筐体側第１リンク構成体５１Ａと扉側第１リン
ク構成体５１Ｂとを有している。筐体側第１リンク構成体５１Ａの一端部は、筐体側取付
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部材１０に、第１連結孔１５に挿入された連結軸８２の軸線（第１回転軸線）を中心とし
て回転可能に連結されている。扉側第１リンク構成体５１Ｂの一端部は、扉側取付部材３
０の第４連結孔３４に挿入された連結軸８４の軸線（第４回転軸線；第１回転軸線）を中
心として回転可能に連結されている。筐体側第１リンク構成体５１Ａと扉側第１リンク構
成体５１Ｂとの隣接する端部どうしは、回転軸線方向において互いに重なっており、ビス
Ｂ１、Ｂ２によって固定されている。ここで、第１リンク５１′の連結軸８２，８４がそ
れぞれ挿入される部位間の長さは、筐体側第１リンク構成体５１Ａと扉側第１リンク構成
体５１Ｂとの互いに重なり合う長さを適宜に調節することにより、第１、第４連結孔１５
，３４間の距離と一致するように調節することができる。このような調節は、筐体側及び
扉側第１リンク構成体５１Ａ，５１Ｂの少なくとも一方に当該一方の長手方向に延びる長
孔５１ａを形成し、長さ調節後に長孔５１ａに挿入されたビスＢ１、Ｂ２を締め付けて筐
体側第１リンク構成体５１Ａと扉側第１リンク構成体５１Ｂとを固定することによって行
うことができる。
【００３７】
　第２リンク６１の一端部の上側部は、筐体側取付部材１０に第２連結孔１６に挿入され
た連結軸８５の軸線（第２回転軸線）を中心として回転可能に連結されている。第２リン
ク６１の一端部の下側部は、筐体側取付部材１０に第２連結孔２６に挿入された連結軸８
６の軸線（第２回転軸線）を中心として回転可能に連結されている。第２リンク６１の他
端部の上側部は、扉側取付部材３０に第５連結孔３５に挿入された連結軸８７の軸線（第
５回転軸線；第２回転軸線）を中心として回転可能に連結されている。第２リンク６１の
他端部の下側部は、扉側取付部材３０に第５連結孔４５に挿入された連結軸８８の軸線（
第５回転軸線；第２回転軸線）を中心として回転可能に連結されている。なお、第２リン
ク６１には、回転付勢機構が設けられていないが、設けてもよい。
【００３８】
　第３リンク７１′は、互いに別体である筐体側第３リンク構成体７１Ａと扉側第３リン
ク構成体７１Ｂとを有している。筐体側第３リンク構成体７１Ａの一端部は、筐体側取付
部材１０に、第３連結孔２７に挿入された連結軸８９の軸線（第３回転軸線）を中心とし
て回転可能に連結されている。扉側第３リンク構成体７１Ｂの一端部は、扉側取付部材３
０に、第６連結孔４６に挿入された連結軸９０の軸線（第６回転軸線；第３回転軸線）を
中心として回転可能に連結されている。筐体側第３リンク構成体７１Ａと扉側第３リンク
構成体７１Ｂとの隣接する端部どうしは、回転軸線方向において互いに重なっており、ビ
スＢ１、Ｂ２によって固定されている。ここで、第３リンク７１′の連結軸８９，９０が
それぞれ挿入される部位間の長さは、筐体側第３リンク構成体７１Ａと扉側第３リンク構
成体７１Ｂとの少なくとも一方に形成された長孔７１ａとそこに挿入されたビスＢ１、Ｂ
２により、第１リンク５１′と同様にして調節可能である。
【００３９】
　この実施の形態のヒンジ装置２においては、第１及び第３リンク５１′，７１′の長さ
が調節可能であるから、第１リンク５１′の第１、第４回転軸線に対応する部位間の距離
、及び第３リンク７１′の第３、第６回転軸線に対応する部位間の距離を、精度よく製造
する必要がない。したがって、第１及び第３リンク５１′，７１′を安価に製造すること
ができる。しかも、第２リンク６１を筐体側取付部材１０及び扉側取付部材３０に連結し
た後、第１及び第３リンク５１′，７１′を取り付けるようにすれば、第１及び第３リン
ク５１′，７１′の長さを適宜に調節することにより、第１、第２及び第３リンク５１′
，６１，７１′を筐体側取付部材１０及び扉側取付部材３０に容易に取り付けることがで
きる。
【００４０】
　図１５及び図１６は、この発明の第３実施の形態を示す。この実施の形態のヒンジ装置
３においては、一つの第２リンク６１に代えて上側第２リンク（第２リンク）６１Ａ及び
下側第２リンク（第２リンク）６１Ｂの二つのリンクが用いられている。上側第２リンク
６１Ａ及び下側第２リンク６１Ｂの上下方向の厚さは、第２リンク６１の上下方向の幅よ
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り大幅に薄くなっている。したがって、上側第２リンク６１Ａと下側第２リンク６１Ｂと
は、上下方向（第１～第６回転軸線方向）へ互いに離間している。勿論、上側第１リンク
ク６１Ａは、第１リンク５１に対して下方に離間し、下側第１リンク６１Ｂは、第３リン
ク７１に対して上方に離間している。
【００４１】
上側第２リンク６１Ａの一端部は、第１筐体側取付部材１１に連結軸８５を介して回転可
能に連結されている。上側第２リンク６１Ａの他端部は、第１扉側取付部材３１に連結軸
８７を介して回転可能に連結されている。下側第２リンク６１Ｂの一端部は、第２筐体側
取付部材２１に連結軸８６を介して回転可能に連結されている。下側第２リンク６１Ｂの
他端部は、第２扉側取付部材４１に連結軸８８を介して回転可能に連結されている。
【００４２】
　図１７～図１９は、この発明の第４実施の形態を示す。この実施の形態のヒンジ装置４
においては第１、第２筐体側取付部材１１，２１に代えて第１及び第２筐体側取付部材（
筐体側取付部材）１１Ａ、１１Ｂが用いられている。第１筐体側取付部材１１Ａは、取付
板部１２、第１起立板部１３及び第２起立板部１４を有している。この点は、第１筐体側
取付部材１１Ａも第１筐体側取付部材１１と同様である。しかし、第１筐体側取付部材１
１Ａにおいては、第２起立板部１４が第１起立板部１３と同一形状、同一寸法に形成され
ている。しかも、第２起立板部１４には、第２連結孔１６のみならず第３連結孔２７が形
成されている。第２筐体側取付部材１１Ｂは、第１筐体側取付部材１１Ａと同一形状、同
一寸法を有しており、第１筐体側取付部材１１Ａに対して所定距離だけ下方に配置された
点、及び第２連結孔２６（第２連結孔１６と同一）が形成されている点だけが第１筐体側
取付部材１１Ａと異なっている。
【００４３】
　上側に配置された筐体側取付部材１１Ａには、第１リンク５１の一端部が連結軸８２を
介して回転可能に連結されるとともに、第２リンク６１の一端部の上側部が連結軸８５を
介して回転可能に連結されている。下側に配置された筐体側取付部材１１Ｂには、第２リ
ンク６１の一端部の下側部が連結軸８６を介して回転可能に連結されるとともに、第３リ
ンク７１の一端部が連結軸８９を介して回転可能に連結されている。
【００４４】
　また、この実施の形態のヒンジ装置４においては、第１扉側取付部材３１の第１支持板
部３２ａ及び第２支持板部３２ｂのいずれにも、第４、第５及び第６連結孔３４，３５，
３６が形成され、第２扉側取付部材４１の第１支持板部４２ａ及び第２支持板部４２ｂの
いずれにも第４、第５及び第６連結孔４４，４５，４６が形成されている。したがって、
第１及び第２扉側取付部材３１，４１は、左右いずれの方向を向いた状態でも使用するこ
とができる。
【００４５】
　このヒンジ装置４によれば、上側に配置された筐体側取付部材１１Ａと下側に配置され
た筐体側取付部材１１Ｂとのいずれにも、第１～第３リンク５１，６１，７１の全てのリ
ンクを取り付けるための連結孔１５，１６，２７が形成されているから、二つの筐体側取
付部材１１Ａ，１１Ｂのいずれを上側に配置し、いずれを下側に配置してもよく、配置の
ミスが発生することがない。特に、この実施の形態では、上下に配置される二つの筐体側
取付部材１１Ａ，１１Ｂが互いに同一のものであるから、二種類の第１、第２筐体側取付
部材を製造する必要がなく、一種類の筐体側取付部材１１Ａ（１１Ｂ）だけを製造すれば
よい。したがって、ヒンジ装置４の製造費を低減することができる。ただし、上下の筐体
側取付部材１１Ａ，１１Ｂについては、連結孔１５，１６，２７を有しているのであれば
、互いに異なる形状にしてもよい。
【００４６】
　図２０及び図２１は、この発明の第５実施の形態を示す。この実施の形態のヒンジ装置
５においては、第１、第２及び第３筐体側取付部材（筐体側取付部材）１０Ａ，１０Ｂ，
１０Ｃが用いられるとともに、第１、第２及び第３扉側取付部材（扉側連結部材）３０Ａ
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．３０Ｂ，３０Ｃが用いられている。第１、第２及び第３筐体側取付部材１０Ａ，１０Ｂ
，１０Ｃは、上下方向へ互いに離間して配置されている。第１、第２及び第３扉側取付部
材３０Ａ，３０Ｂ、３０Ｃも上下方向へ互いに離間して配置されている。しかも、第１、
第２及び第３筐体側取付部材１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃと上下方向においてそれぞれほぼ同
一位置に配置されている。
【００４７】
　第１、第２及び第３筐体側取付部材１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃには、第１、第２及び第３
連結孔１５，１６，２７がそれぞれ形成されている。第１、第２及び第３扉側取付部材３
０Ａ，３０Ｂ，３０Ｃには、第４、第５及び第６連結孔３４，３５，３６がそれぞれ形成
されている。第１リンク５１の一端部が、第１連結孔１５に挿入された連結軸８２を介し
て第１筐体側取付部材１０Ｂに回転可能に連結されており、他端部が第４連結孔３４に挿
入された連結軸８４を介して第１扉側取付部材３０Ａに回転可能に連結されている。同様
に、第２リンク６１の一端部及び他端部が、第２筐体側取付部材１０Ｂ及び第２扉側取付
部材３０Ｂに連結軸８５，８７を介してそれぞれ回転可能に連結され、第３リンク７１の
一端部及び他端部が、第３筐体側取付部材１０Ｃ及び第３扉側取付部材３０Ｃに連結軸８
９，９０を介してそれぞれ回転可能に連結されている。
【００４８】
　なお、この発明は、上記の実施の形態に限定されるものでなく、その要旨を逸脱しない
範囲において各種の実施の形態を採用可能である。
　例えば、上記第１、第３及び第４実施の形態においては、第１及び第２筐体側取付部材
１１，２１を筐体Ａに取り付け、第１及び第２扉側取付部材３１，４１を扉Ｂに取り付け
ているが、第１及び第２筐体側取付部材１１，２１を扉側取付部材とし、第１及び第２扉
側取付部材３１，４１を筐体側取付部材としてもよい。つまり、第１及び第２筐体側取付
部材１１，２１を扉Ｂに取り付け、第１及び第２扉側取付部材３１，４１を筐体Ａに取り
付けてもよい。
　また、図１５及び図１６に示す実施の形態においては、第１筐体側取付部材１１及び第
１扉側取付部材３１に第２リンク６１が設けられ、第２筐体側取付部材２１及び第２扉側
取付部材４１にも第２リンク６１が設けられているが、二つの第２リンク６１，６１のい
ずれか一方については省略してもよい。
　さらに、上記の実施の形態においては、第１～第６連結部として第１～第６連結孔１５
，１６，２６，２７、３４～３６、４４～４６を形成しているが、それらの孔に代えて、
軸部を形成し、各軸部に第１～第３リンク５１，５１′，６１，６１Ａ，６１Ｂ，７１，
７１′を回転可能に連結してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　この発明に係るヒンジ装置は、扉を筐体に一定の姿勢を維持しつつ回転するように連結
するためのヒンジ装置、特に扉の回転角度を大きくすることができるヒンジ装置として利
用することができる。
【符号の説明】
【００５０】
　１　　ヒンジ装置
　２　　ヒンジ装置
　３　　ヒンジ装置
　４　　ヒンジ装置
　５　　ヒンジ装置
　１０　筐体側取付部材
　１０Ａ　第１筐体側取付部材（筐体側取付部材）
　　１０Ｂ　第２筐体側取付部材（筐体側取付部材）
　　１０Ｃ　第３筐体側取付部材（筐体側取付部材）
　１１　第１筐体側取付部材（筐体側取付部材）
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　１５　第１連結孔（第１連結部）
　１６　第２連結孔（第２連結部）
　２１　第２筐体側取付部材（筐体側取付部材）
　　２６　第２連結孔（第２連結部）
　　２７　第３連結孔（第３連結部）
　　３０　扉側取付部材
　　３０Ａ　第１扉側取付部材（扉側取付部材）
　　３０Ｂ　第２扉側取付部材（扉側取付部材）
　　３０Ｃ　第３扉側取付部材（扉側取付部材）
　３１　第１扉側取付部材（扉側取付部材；ヒンジ装置用取付部材）
　３２ａ　第１支持板部
　３２ｂ　第２支持板部
　３２ｃ　突出部
　３４　第４連結孔（第４連結部；第１連結部）
　３５　第５連結孔（第５連結部；第２連結部）
　３６　第６連結孔（第６連結部；第３連結部）
　４１　第２扉側取付部材（扉側取付部材；ヒンジ装置用取付部材）
　４２ａ　第１支持板部
　４２ｂ　第２支持板部
　４２ｃ　突出部
　４４　第４連結孔（第４連結部；第１連結部）
　４５　第５連結孔（第５連結部；第２連結部）
　４６　第６連結孔（第６連結部；第３連結部）
　５１　第１リンク
　５１′　第１リンク
　６１　第２リンク
　６１Ａ　上側第２リンク（第２リンク）
　６１Ｂ　下側第２リンク（第２リンク）
　７１　第３リンク
　７１′　第３リンク
　８１　基台
　８２　連結軸
　８４　連結軸（第１連結軸）
　８５　連結軸
　８６　連結軸
　８７　連結軸（第２連結軸）
　８８　連結軸
　８９　連結軸
　９０　連結軸（第３連結軸）
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